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カーボンニュートラル社会の実現に向けて 

～人と地球が仲良く出来るように～ 

1. はじめに 

RITE は､時代の潮流を踏まえつつ､人と地球が末永

く仲良くできることを念頭に縷々地球温暖化に係る研

究開発を行っている｡ 

企画調査グループは､1）国内外の政策や技術動向を

把握しつつ､RITE が持つ研究ポテンシャルを活かした

新規技術開発課題の探索と提案･実施､2）IPCC(気候

変動に関する政府間パネル)に関する政府支援や ISO

（国際標準機関）等国際機関との連携､3）RITE 技術の

普及啓発や将来世代の人材育成､4）産業連携による技

術の実用化といった役割を持ち､研究グループとともに､

地球環境と経済の両立を目指した政策支援や技術開発､

イノベーション創出について積極的に取り組みを進めて

いる 1)｡ 

ここでは、まずカーボンニュートラルに向けた我が国

の 2024 年度の動向について概観し､当グループが行

っている具体の研究開発について触れることとしたい｡ 

1.1. 2024年度の我が国の地球温暖化対策を取り巻く

動向 

2024 年度は、米国のパリ協定離脱などがあったも

のの、我が国の地球温暖化対策に向けて節目となった

年度だったといえよう。 

具体的には､2024年5月に｢二酸化炭素の貯留事業

に関する法律｣（CCS 事業法）2）が成立し､日本における

CCS の社会実装に向けて大きく前進したことに加え､

2025年 2月 18日に､全体を包括する､第 7次エネル

ギー基本計画､GX2040 ビジョン及び地球温暖化対策

計画が閣議決定され、今後のカーボンニュートラルに向

けた弾みがついた。 

また、同日に、世界全体での 1.5℃目標と整合的で、

2050 年ネット・ゼロの実現に向けた直線的な経路にあ

る野心的な目標として、2035年度、2040年度におい

て、温室効果ガスを 2013 年度からそれぞれ 60％、

73％削減することを目指す、新たな「日本の NDC（国

が決定する貢献）」を、国連気候変動枠組条約事務局へ

提出した。 

ここでは、第７次エネルギー基本計画、GX2040ビジ

ョン及び CCS 事業法を取り巻く動きについて説明した

い。 

 

1.2. 第 7次エネルギー基本計画 

政府は、エネルギー政策の基本的な方向性を示すため

にエネルギー政策基本法に基づき、エネルギー基本計画

を策定している。今般の第7次エネルギー基本計画につ

いては、2024 年 5 月から経済産業省総合資源エネル

ギー調査会において検討を開始し、同年 12 月 17 日に
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原案を提示、パブリックコメント等を経て、2025 年 2

月に閣議決定された。 

具体的には、令和 3 年 10 月の第 6 次基本計画の策

定以降のエネルギー情勢をはじめとした内外の状況変

化も踏まえつつ、政府が新たに策定した 2040 年度温

室効果ガス 73%削減目標と整合的な形で､第 7 次エネ

ルギー基本計画を策定しており、政府は、本計画と

「GX2040 ビジョン」「地球温暖化対策計画」と一体的

に遂行し、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同

時実現に取り組んでいくこととしている。 

＜概要＞ 

DXや GXによる電力需要増加が見込まれる中､それ

に見合った脱炭素電源を国際的に遜色ない価格で確保

できるかが我が国の産業競争力に直結するとの足元の

認識が示されている。 

エネルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、徹

底した省エネ、製造業の燃料転換などを進めるとともに、

再エネ、原子力などのエネルギー安全保障に寄与し脱炭

素効果の高い電源を最大限活用することとされている。 

この中で､RITE に関係の深い部分として､CCS､

CDR（Carbon Dioxide Removal）についても述べ

られており､ 

・ CCS 事業への投資を促す支援制度の検討､コスト低

減に向けた技術開発､貯留地開発等に取り組む｡ 

・ CDRは、残余排出を相殺する手段として必要であり、

環境整備、市場の創出、技術開発の加速に向けて取

り組んでいく。 

こととされている。 

 

1.3. GX2040ビジョン 

緊迫する海外情勢、DXや電化による電力需要増など、

将来見通しに対する不確実性が高まる中、GX に向けた

投資の予見可能性を高めるため、より長期的な方向性

を示すものとして標記ビジョンが策定された。 

具体的には、GX 産業構造を実現すべく、イノベーショ

ンの社会実装や、GX を梃子とした「新たな産業用地の

整備」と「脱炭素電源の整備」を進め、地方創生と経済成

長につなげていくことを目指すなどとされている。 

＜成長志向型カーボンプライシング構想＞ 

これらを制度面で支える標記構想について、2025

年通常国会に GX推進法改正法案提出が提出された。 

具体的には、一定の排出規模以上(直接排出 10 万ト

ン)の企業は業種等問わずに一律に参加義務を課す、排

出量取引制度の本格稼働（2026 年度～）や、化石燃料

賦課金の導入（2028年度～）、円滑かつ確実に導入・執

行するための所要の措置を整備することとされている。 

 

1.4. CCS事業法 

CCSに関する本法については、2024年5月に成立

し、CCS事業化に向けて弾みがついたところ。最新の動

向も含めて、2. にて詳述することとしたい。 

 

2. 調査研究活動 

2.1. はじめに 

2023年6月には「先進的CCS事業」3）が選定され、

2024年 5月には CCS事業法が公布される等、CCS

の事業環境が整備されつつある。また、2025年 1月か

らは「CCS の事業支援措置」4）に関する詳細議論が進め

られている。これらの動きのベースとなっているのは、

2023 年 3 月に公表された「CCS 長期ロードマップ最

終とりまとめ」5）である。ここでは、企画調査グループの

調査研究活動の一貫として実施した国内における CCS

事業環境整備検討の状況調査の結果を紹介する。 

 

2.2. CCS長期ロードマップ 5） 

国内における CCS 事業環境整備を進めるためのベ

ースとなっている「CCS 長期ロードマップ最終とりまと

め」は、2023 年 3 月に公表された。その基本理念は

「CCS を計画的かつ合理的に実施することで、社会コス

トを最小限にしつつ、我が国の CCS 事業の健全な発展

を図り、もって我が国の経済及び産業の発展、エネルギ

ーの安定供給確保やカーボンニュートラルの達成に寄与

することを目的とする」ことにある。 

この長期ロードマップでは、2050 年時点において、

年間約 1.2～2.4 億トンの CO2貯留を可能とすること

を目安に、2026 年の最終投資決定（FID）をメルクマ
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ークとして、2030 年頃までの事業開始に向けて、事業

環境整備（ビジネスモデル構築等）を実施し、2030 年

以降に本格的な CCS事業を展開することが目標として

示されている。 

また、この目標の実現のため CCS 長期ロードマップ

の具体的アクションとして、(1)CCS 事業への政府支援

（先進的 CCS事業等）、(2)CCS コスト低減に向けた取

組、(3)CCS 事業に対する国民理解の増進、(4)海外

CCS事業の推進、(5)CCS事業法の整備に向けた検討、

(6)CCS 行動計画の策定・見直し、が挙げられている。

2024 年 5 月に公布された CCS 事業法や 2023 年

度から始まった「先進的 CCS 事業」等は、この具体的ア

クションにおける(5)と(1)に該当する。 

 

2.3. 事業環境整備検討状況と体制 

（1） CCS長期ロードマップ検討会 5） 

CCS は、2050 年カーボンニュートラルを実現する

ための重要な技術である。一方、CCS の社会実装に向

けては、事業化に向けた環境整備が課題となっている。

このため、「第 6 次エネルギー基本計画（2021 年 10

月）」において、CCS 長期ロードマップを策定し、これら

課題解決に向けた取組を官民で連携して進めていくこ

とが示されており、これを具現化するため、2022 年 1

月に、CCS 長期ロードマップ検討会（以下、長期 RM 検

討会）が設立された。 

この長期RM検討会では、まず、2022年1月～5月

の期間において計 5回の議論が行われ、5月に「中間と

りまとめ」が公表された。その後、2022年9月からは、

「CCS事業の国内法整備に向けた課題」および「CCSバ

リューチェーン全体での現状コストと将来のコスト目標、

政府支援の在り方」等をより深掘りするため、2 つのワ

ーキング「CCS 事業・国内法検討ワーキンググループ」、

「CCS 事業コスト・実施スキーム検討ワーキンググルー

プ」が設置され、2022 年 12 月までの間にそれぞれ 4

回のワーキングが開催され議論がなされた。これらワー

キングでの議論の結果を踏まえ、2023 年 1 月に第 6

回長期RM検討会が開催され、「CCS長期ロードマップ

最終とりまとめ」が取り纏められた。 

（2） カーボンマネジメント小委員会 6） 

「CCS 長期ロードマップ最終とりまとめ」の内容を踏

まえ、CCS事業化に向けて、政府支援の在り方や、CCS

事業法の整備等をより具体的に検討し、企業による

CCUSの技術を活用したカーボンマネジメントを推進す

るため、総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会の

下、2023年9月に「カーボンマネジメント小委員会（以

下、CM小委）」が設置された。 

CM 小委では、まずは、CCS に係る制度的措置の在

り方について、産業構造審議会 保安・消費生活用製品安

全分科会 産業保安基本制度小委員会との合同開催にて、

2023年 9月から 12月の期間において、計 4回の議

論が行われ、2024年 1月に「中間とりまとめ（CCSに

係る制度的措置の在り方について）」が公表された。 

また、2024 年 9 月からは事業支援の枠組み検討の

ための議論が再開している。12 月までに 4 回の議論が

行われ、第 8回の CM小委（2024年 12月）で示され

た「CCS支援制度のたたき台について」では、2025年

の年央を目処にCCS支援制度の中間とりまとめを行う

予定が記された。 

（3） 二酸化炭素貯留事業等安全小委員会 7） 

CCS に係る制度的措置の在り方の議論については、

産業保安基本制度小委員会との合同開催であったが、

CCS 事業法公布（2024 年 5 月）以降においては、

CCS事業に係る保安規制に関する制度立案や執行状況

等について議論・検討を行う場として、産業構造審議会 

保安・消費生活用製品安全分科会の下、2024 年 8 月

に「二酸化炭素貯留事業等安全小委員会」が設置された。

これまで 3 回の議論が行われ、試掘、導管輸送、貯留に

係わる法令等についての審議が進められている。 

（4）CCS事業の支援措置に関するワーキンググループ 4） 

前述のとおり、第 8 回 CM 小委では CCS 事業への

支援制度のたたき台が示され、今後は、CCS 事業への

支援制度の詳細設計について、実務者レベルにて検討

を進め、2025 年年央を目処に、中間取りまとめを行う

方針となっている。そのため、CM 小委の下、2025 年

2 月に「CCS 事業の支援措置に関するワーキンググル

ープ（以下、支援措置 WG）」が設置された。2025 年 5
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月まで、月 1 回程度の頻度で支援措置 WG が開催され

る見込みである。 

（5） その他 8） 9） 

CO2 の船舶輸送における仕様共通化および、それに

伴う輸送コストの低減を目指すための「LCO2 船舶輸送

バリューチェーン共通化協議会」（2024年9月設置）や

二酸化炭素の貯留事業に関する法律に基づいて適切に

試掘や貯留事業を進めるために必要な技術面での助言

を行う場として、「二酸化炭素地中貯留評価検討会」

（2024年 12月設置）が設置されている。 

以下に（2）から（5）に記載の審議会等の体制図を示

す。 

 

 

図 1 審議会等の体制図 

 

2.4. CCS事業法と関連する政省令 10） 

CCS事業法は、2024年 5 月 17日に成立し、5 月

24 日に公布されている。この内、探査に関する規定は

法律の公布日から三月を超えない範囲で 8月 5日に施

行され、試掘に関する規定は六月を超えない範囲として、

11 月 18 日にそれぞれ施行されている。なお、貯留事

業･導管輸送事業に関する規定は二年を超えない範囲

（2026 年 5 月 23 日まで）で施行される。その他関連

政省令についても順次施行されている。 

CCS事業法は国内で CCS を行うための事業環境を

整備する規制法で、 

① 試掘・貯留事業の許可制度を創設し、経済産業大臣

が特定区域を指定、事業者に対して許可を与えるも

ので、試掘や貯留事業の具体的な実施計画は、経済

産業大臣の認可制とした。 

② CO2の導管輸送事業に係る事業規制・保安規制の整

備については、経済産業大臣への届出制度を創設し

た。 

詳細は、経済産業省ホームページ（政策について> 資

源・燃料> CCS 政策について> CCS 事業法関係につ

いて）にて、公表されている。 

 

2.5. CCS事業支援に係る動向 4） 

温暖化対策としての CCS 事業は、事業収益等の資金

メカニズムが確立されていないこと等から事業の予見

可能性は必ずしも高くない。そのため、欧米ではCCSに

要する費用と CO2 対策費用のコスト差に着目した支援

や比較的高い補助率での支援措置を講じている。国内

においても政府による支援により、CCS を先行的に事

業化することで、CCS 事業の自立化を図るとともに、コ

スト競争力のあるCCSバリューチェーンを構築すること

が可能となる。そのため、2.3.（4）に記すとおり、ＣＭ小

委の下に支援措置 WG が設置され、2025 年夏頃を目

処に「CCS 支援制度」の中間とりまとめの議論が進めら

れている（この結果は、親委員会であるカーボンマネジ

メント小委員会に報告される）。 

支援措置WGの設置以降、2025年3月末までに 3

回の議論がなされている。4月以降も毎月 1回のペース

での会議が予定されている。大きな方向性は CCSに要

する費用と CO2 対策費用のコスト差に着目した支援で

2023年9月 2024年9月 2024年8月

2025年2月

燃料環境適合利用推進課

2024年12月

産業保安・安全グループ

産業構造審議会

保安・消費生活用製品

安全分科会

産業保安基本制度

小委員会

二酸化炭素貯留事業等

安全小委員会

※2023年9月-2024年1月

は、CM小委と合同開催

総合資源エネルギー調査会

資源・燃料分科会

カーボンマネジメント

小委員会

LCO2船舶輸送バリューチェーン

共通化協議会

CCS事業の支援措置に関する

ワーキンググループ

二酸化炭素地中貯留

評価検討会
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ある。また自立化を促進するような方向性が示されてい

る。 

当面は、「国内パイプラインケース」の支援策を優先的

に検討するが、船舶輸送ケースについても「中間とりま

とめ」を出した上で、その後、検討を実施し「最終とりま

とめ」として報告される予定である。 

 

 

出展：第 1回 CCS事業の支援措置に関するワーキンググループ（2025年 2月 5日）， 

資料 6ワーキンググループの進め方と前提となる考え方について，

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/carbon_management/ccs_wg/pdf/001_0

6_00.pdf 

 

3. イノベーション創出のための国際連携 

3.1. IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 

IPCC は、人為起源による気候変化、影響、適応及び

緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地

から包括的な評価を行うことを目的として、1988 年に

国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により

設立された。ここでは、地球温暖化に関する科学的知見

を収集・評価し、温暖化予測（第 1 作業部会）、影響と適

応（第 2 作業部会）、緩和策（第 3 作業部会）からなる報

告書の作成を行っている。 

IPCC では世界の科学者による論文や観測データ等

に基づき、各国から推薦されて選ばれた専門家が報告

書の取りまとめを行っており、科学的分析に加え、社会

経済への影響、気候変動を抑制する対策など多角的な

評価・検討が行われている。また、この成果は、各国の政

策にも科学的根拠を与えるため、ここからの報告書は国

際交渉にも高い影響力を持つと考えられている。 

RITE では、緩和策（第 3 作業部会）の国内支援事務

局を担い、研究開発・調査と政策を結びつける役割を担

っている（図 2）。IPCC では、2023 年 7 月から第 7

次評価サイクル（AR7）の活動が開始し、気候変動と都

市に関する特別報告書、短寿命気候強制力因子（SLCF）

に関する方法論報告書の執筆を行っている。2025 年

2 月の総会で各作業部会報告書のアウトラインが承認さ

れて、今から執筆者の選考と執筆が行われる。また、二

酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収利用及び貯留

（CCUS）に関する方法論報告書を作成することも決定

している。RITE はここでも、情報収集・分析・報告・助言

等を通じて支援を行っている。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/carbon_management/ccs_wg/pdf/001_06_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/carbon_management/ccs_wg/pdf/001_06_00.pdf
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図 2 IPCC国内連絡会と RITE 

 

3.2. ISO（国際標準機関） 

ISOは、173のメンバー国で構成される組織であり、

国家間に共通な標準規格を提供し、世界貿易を促進して

いる。ISO の標準を使用することで、安全・信頼性が高

く、質の高い製品・サービスの提供が可能である。 

すでに諸外国では、多くの実証試験、商業規模での

CCS事業も実施され、国際連携が進められるとともに、

関連技術の国際標準化の枠組みが求められている。

CCS の国際標準化によって、安全と環境面で、国際的

に合意された知見に沿っていることが保証されるため、

安全で適切なCCSの普及に貢献することが可能である。 

RITE は、ISO/TC265（CO2の回収、輸送、貯留）の

国内審議団体であるとともに WG1（回収）の事務局を

担当しており、CCS 分野における設計、建設、操業、環

境計画とマネジメント、リスクマネジメント、定量化、モニ

タリングと検証の国際標準化に関し積極的に活動してい

る（図 3）。 

2025年3月末時点で、ISO/TC265から CCS分

野に係る規格類は 15 件発行されているとともに、5 件

の文書が開発中である。新規分野についても検討を開

始しており TC265全体の活動が活発化している。特に、

排出源から CO2圧入域までの輸送手段として注目され

ている CO2船舶輸送の技術報告書が、2024年 10月

に出版された。現在は船舶と陸上設備とのインターフェ

ースに関する技術報告書を日本から新規提案中である。 

 

図 3 ISO/TC265の各ワーキングと国内体制 

 

4. 普及啓発・人材育成と知財戦略、産学連携の推進 

4.1. 普及啓発・人材育成 

RITE では次代の研究者育成のため、さまざまな普及

啓発と人材育成活動を実施している。ここでは、小中高

校生と大学／大学院生に分けて説明する。 

＜小中高校生＞ 

地球温暖化問題に関する次世代への教育が重要であ

り、RITE では小中高生を対象に研究所施設を用いた校

外学習の受け入れや学校を訪問して授業を行う出前授

業を進めている。2024 年度は 7 校 227 名の生徒に

対して RITEが取り組む研究の中からCCS技術を取り

上げ、地球温暖化メカニズムを知識として説明し、主要

温暖化ガスである CO2 を地中に貯留しても粘土層（遮

蔽層）によって漏洩の可能性が低いこと、さらに考察と

意見交換を通じて理解を深めるといった学習サイクルに

基づく活動を実施している（図 4）。  
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図 4 RITEにおける小中高生に対する普及啓発 

 

＜大学・大学院生＞ 

次代の研究や技術を支える人材育成の一環として大

学・大学院との教育連携を進め、RITE 研究者の教授等

への兼務を行うとともに、大学院生を中心とした若手人

材の研究現場への受け入れを行い、大学における教育

と研究所における研究指導を展開している（図 5）。例え

ば、奈良先端科学技術大学院大学バイオサイエンス領域

の大学連携研究室をRITEに設置し、単なる技術開発だ

けでなく、グローバルな生産・消費システムの理解の上

に、植物を原料とし、バイオマスを有効に利用した再生

可能資源による循環型および低炭素の社会実現を目指

した研究と教育を進めている。また、物質創成科学領域

との連携研究室も設置し、CO2 分離回収技術の研究と

教育についても進めている。 

 

 

図 5 RITEにおける大学・大学院生に対する人材育成 

4.2. 知財と産業連携 

RITE は、研究開発等で得られた研究成果について、

特許、ノウハウ等の知的財産権を戦略的かつ効率的に取

得・管理し、さらに積極的な活用を行うことにより、公益

目的である、地球環境の保全に資する産業技術の進歩

向上を図ることとしている。 

このような研究成果の知財化は、企業等との産業連

携機会を産み、共同研究および共同出願により、さらな

る知財を生み出すという好循環により、社会貢献するこ

とができる。RITE では、こういった知的財産権の持つ

多様な機能に着目し、市場や他の研究開発動向なども

踏まえつつ、戦略的に知財活動を推進している。 

こうした知財戦略推進の一環として、RITE 幹部を委

員とし、広報・産業連携チームを事務局とした「特許等審

議委員会」を内部に設置し、研究グループからの申請に

より、発明の認定、国内および外国への特許出願、およ

び審査請求、特許権維持等といった知財の取得・管理、

ならびにライセンス契約の承認等といった知財戦略を、

主な議事内容として運営を行っている。 

2025 年 3 月末時点で、RITE が単独または共同で

出願人となっているものの内、出願・審査中の特許は、

国内出願が 21 件、外国出願が 12 件であり、登録され

た権利を維持している特許は、国内権利 63 件（うち企

業にライセンス中3件）、外国権利40件（同、3件）であ

る。 

 

図 6 知財戦略と産業連携の推進 

 

5. おわりに 

RITE は設立以来、抜本的な CO2 削減を実現するた

めの革新的エネルギー・環境技術の研究開発を推進する

とともに、地球温暖化対策シナリオを作成して政策提言

産業界 研究グループ
研究者
知財担当者

研
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につなげてきた。 

ここで概観した内外動向等を踏まえ、RITE 大で時代

に即応した研究開発を引き続き推進し、イノベーション

として結実するよう取り組むこととしたい。 

また、研究開発の実用化にあたっては、社会受容性の

涵養が必要であるが、今年は 2025 大阪・関西万博へ

の「RITE 未来の森」出展という好機である。これをはじ

めとする種々の広報ツールやわかりやすい説明などに

意を払い、地球温暖化への認知・理解の更なる促進を図

ることとしたい。 
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